
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

基 盤

ＪＲ

13-197

ベトナム社会主義共和国 

高速道路建設事業従事者養成能力強化 

プロジェクト 

中間レビュー調査報告書 

 

経済基盤開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2013年）  

平成 25 年 6 月 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

ベトナム社会主義共和国 

高速道路建設事業従事者養成能力強化 

プロジェクト 

中間レビュー調査報告書 

 

経済基盤開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2013年）  

平成 25 年 6 月 



 

序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、2011年5月にベトナム社会主義共和国と締結した討議議事録

（R/D）に基づき、ベトナム交通技術大学を対象として、2011年10月から技術協力プロジェクト「高

速道路建設事業従事者養成能力強化プロジェクト」を実施しています。 

このたび、本プロジェクトの協力開始から1年半が経過したところ、事業の進捗状況を把握し今

後の活動をより効果・効率的に実施するため、プロジェクトの目標達成度や成果等を分析すると

ともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し提言を行うことを目的

として、中間レビュー調査団を派遣しました。 

調査団は、ベトナム社会主義共和国のレビューメンバーと合同レビュー調査団を構成して現地

調査を行い、その結果を合同レビュー報告書として取りまとめました。報告書の内容は、ベトナ

ム交通技術大学のプロジェクト関係者に報告され、目標達成度や成果が確認されるとともに、提

言内容は今後取り組む事項として確認されました。 

本報告書は、同調査団によるレビュー結果及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の協

力事業の実施にあたり、広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表します。 

 

平成25年6月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 三浦 和紀 
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Organisation for Economic Cooperation and 

Development 
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プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

PMU Project Management Unit 
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SEDS 10-year Socio-Economic Development Strategy 社会経済開発10カ年戦略 

UTT University of Transport Technology 交通技術大学 

 



 

 

中間レビュー調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：高速道路建設事業従事者養成能力強化プロジェクト

分野：運輸交通 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部 協力金額（中間レビュー時点までの実績）：約6.2億円 

協力期間： 

（R/D）2011年10月1日～ 

2014年9月30日 

先方関係機関：交通技術大学（ University of Transport 

Technology） 

他の関連協力： 

・円借款「南北高速道路建設事業（ホーチミン－ゾーザイ間、

ダナン－クアンガイ間、ベンルック－ロンタイイン間）」 

・技プロ「道路維持管理能力強化プロジェクト」（2011～2014

年） 

・技プロ「高速道路運営維持管理体制強化プロジェクト」（2011

～2013年） 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、｢ベトナム｣と記す）では、近年の経済成長に伴い、大規模

交通インフラの整備が活発化しており、なかでも自動車専用道路・高速道路は今後、大量かつ

急速な整備が求められている。高速道路マスタープラン（首相決定第1734/QD-TTg）では、2020

年までに約2,500kmの高速道路整備をめざしており、将来において建設のニーズが格段に高くな

る一方、現在は自動車専用道路・高速道路整備の実績がまだ少なく、労働者が建設現場におけ

る経験を通じて、近代的な施工・監督技術を習得する機会が少ない。このため、将来において

実地訓練（On the Job Training：OJT）のみでは先進的な技術に精通した人材の供給が不足するこ

とが懸念されている。 

高速道路の建設現場の施工管理・監督に従事する技術者を養成している教育機関は、ハノイ

市に位置する「交通短大」〔College of Transport（以下、「COT」）：年間1,200～1,900名が卒業〕、

ダナン市に位置する第2交通短大（以下、「COT2」：年間300～500名が卒業）、ホーチミン市に位

置する第3交通短大（以下、「COT3」：年間300～500名が卒業）がある。COTにおいては、実習

を含めた教育のカリキュラムが近代的な技術を必要とする交通インフラ事業に対応していない

ため、卒業生のOJTが円滑に進められるよう、カリキュラム、教育教材、実習教材の強化及び教

官の教育能力強化が不可欠となっている。 

このような状況下、COTを対象として、これら技術の教育能力強化に焦点を当てた「高速道

路建設事業従事者養成能力強化プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）に係る要請が2008年

8月にベトナム政府から日本政府に対してなされた。これに対し、2010年3月に詳細計画策定調

査を実施し、2011年5月に討議議事録（Record of Discussions：R/D）が締結された。なお、COT

は2011年5月に「交通技術大学」〔University of Transport Technology（以下、「UTT」）〕に昇格し、

本プロジェクトが対象とする3年制の短期大学コースのほか、5年制の大学コースを2011/2012年

度の新学期から開始している。 

 



 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

1）UTTの道路・橋梁建設分野卒業生の高規格道路（高速道路を含む）建設能力が向上す

る。 

2）他の教育機関（COT2、COT3等）での道路・橋梁建設分野にかかわる主要科目の教育

の実施能力が向上する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

道路・橋梁建設分野において、UTTによる現場のニーズに対応した教育の実施能力が向

上する。 

 

 （3）アウトプット 

1）選定された科目リスト（1）の科目について、内容、講義及び実習方法が改善され、担

当講師の能力が向上する。 

2）選定された科目リスト（2）の科目について、科目の問題点及び改善方法が明確になる。

3）教員の能力向上のための企業と連携した研修制度が確立される。 

 

・選定科目リスト（1）：計12科目 

「建設材料」「測量学」「鉄筋コンクリート」「橋梁点検補修」「道路建設（路体）」「道

路建設（舗装）」「道路維持運営」「現場管理」「職業倫理」「土木英語」「（建設）地質学」

「土質力学」 

・選定科目リスト（2）：計9科目 

「材料力学」「橋梁建設」「基礎力学」「構造力学」「労働安全」「基礎と地盤」「橋梁建

設」「道路建設」「カルバート設計・施工」 

 

 （4）投入（中間レビュー時点） 

日本側： 

・日本人専門家：計16名 

・研修員受入れ：計21名 

・機材供与：約3.3億円 

ベトナム側： 

・カウンターパート配置：計64名 

・プロジェクト事務所スペース：UTT内の専門家執務室及び必要設備 

・ローカルコスト負担：約56億ベトナムドン（VND）（約2,800万円） 

 

 

 

 

 



 

 

２．中間レビュー調査団の概要 

調査団 日本側 

担当分野 氏 名 所属先・職位 

総 括 勝田 穂積 JICA 国際協力専門員（運輸交通セクター） 

協力企画 岡田 薫 JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信グルー

プ 運輸交通・情報通信第二課 主任調査役 

評価分析 長谷川 さわ 株式会社日本開発サービス 調査部 コンサル

タント 

ベトナム側 

氏 名 所属先・職位 

Dr. Vu Ngoc Khiem Vice Rector of University of Transport Technology 

  
 

調査期間：2013年6月2日～6月15日 評価種類：中間レビュー 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の確認 

投入は、日本側・ベトナム側双方ともおおむね計画どおり行われている。活動についてもお

おむね計画どおりに実施されており、残りの活動は第2フェーズに実施される予定である。 

 

 （1）各アウトプットの達成状況 

アウトプット1：選定された科目リスト（1）の科目について、内容、講義及び実習方法が

改善され、担当講師の能力が向上する。 

達成状況：ほぼ達成 

・選定科目リスト（1）は12科目とも教材が改訂され、2012年8月～12月にUTTの土木工学

部8～9クラスのうち2クラスにおいて、新教材によるモデル授業・実習が実施された。 

・モデル授業による試行結果を踏まえ、教材の更なる改訂が実施された。2013年8月からはすべ

てのクラスにおいて新教材による授業及び新教材を基にした試験が実施される予定である。

 

アウトプット2：選定された科目リスト（2）の科目について、科目の問題点及び改善方法

が明確になる。 

達成状況：進行中 

・選定科目リスト（2）の9科目の教材改訂案が作成され、現在、担当のUTT講師により改

訂作業を実施中である。 

・2013年8月から土木工学部のすべてのクラスにおいて、改訂教材によるモデル授業・実習

が実施される予定（改訂教材を基にした試験は一部クラスのみで実施される予定）であ

り、かかる試行結果を踏まえて更に教材を改訂する予定である。 

 

アウトプット3：教員の能力向上のための企業と連携した研修制度が確立される。 

達成状況：進行中 

・2012年12月に建設企業を含めた関係者に対して、ベトナムの道路・橋梁分野における需



 

 

要や人材育成の必要性、プロジェクトの内容などを共有する目的でセミナーが実施され、

約180名が参加した。 

・UTT講師への現場研修の提供と供与機材の有効活用を目的とした企業との連携構築は、

第2フェーズに本格的に実施する予定である。現在、ベトナム企業・日系企業にコンタク

トを取り始めた段階にある。 

 

 （2）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：道路・橋梁建設分野において、UTTによる現場のニーズに対応した教

育の実施能力が向上する。 

・選定科目リスト（1）の科目について、プロジェクトで改訂した教材及びシラバスがUTT

の正式なカリキュラムとして2013/2014年度から採用される見込みである。また、選定科

目リスト（2）の科目は、2013年8月からのモデル授業・実習の実施及び教材の再改訂の

のち、正式に採用される予定である。 

・UTTと企業が連携した研修制度の構築は、第2フェーズ中に集中的に実施する予定である。

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い 

・ターゲットグループであるUTT講師のニーズ（内容に不足のある教材の改訂、効果的な

教授法の習得、必要機材の活用など）を満たしている。 

・ベトナムの国家開発計画〔現SEDS（10-year Socio-Economic Development Strategy：社会経

済開発10カ年戦略）、SEDP（5-year Socio-Economic Development Plan：社会経済開発5カ年

計画）〕及び運輸交通セクター関連政策に合致している。 

・日本の対ベトナム援助政策（対ベトナム国別援助方針、対ベトナム事業展開計画）に合

致している。 

 

 （2）有効性：高い見込み 

・現時点までの各アウトプットの達成状況に問題はなく、今後、第2フェーズにおいてアウ

トプット3が予定どおり達成されれば、プロジェクト目標は期間終了までに達成される見

込みである。 

・プロジェクトで改訂した教材の内容や質は関係者から評価されており、今後、企業と連

携した研修の機会をUTT講師に提供することにより、UTTの道路・橋梁建設分野における

人材育成・能力強化システムを構築することが期待される。 

 

 （3）効率性：高い 

・プロジェクトの投入・活動はほぼ計画どおりに行われており、インプットに対するアウ

トプットの産出状況についても特に問題はない。プロジェクトの残り期間中に、供与機

材の効率的・効果的な活用に向けての体制構築を図る必要がある。 

 

 



 

 

 （4）インパクト：やや高い見込み 

・プロジェクト終了後の上位目標の達成に向けて、正しい軌道にある。 

・プロジェクトによる政策・制度上へのインパクトはまだ発現していないが、プラスのイ

ンパクト事例がいくつか報告されている。（例：モデル授業を受講した生徒の期末試験結

果が通常授業の結果に比べて良い成績だったなど） 

 

 （5）持続性：やや高い見込み 

・政策・制度面：道路・橋梁建設分野における人材育成の強化は、今後もベトナム政府に

より引き続き政策的に支持されることが見込まれる。 

・組織面：プロジェクト期間中のUTTからの組織的なサポートは十分であり、今後、企業

との連携構築や他のCOT・大学等に新教材を普及していくための体制づくりに注力して

いくことが求められる。 

・財務面：プロジェクト期間中におけるUTTのコスト負担状況に問題はない。 

・技術面：UTT講師は、担当科目の教材改訂を自ら実施していくスキル・能力は身につけ

ているが、今後、企業との連携を通して現場での実務経験を体得していくことが必要で

ある。 

 

３－３ 効果発現に係る貢献・阻害要因 

 （1）貢献要因 

1）計画内容に関すること 

・適切なプロジェクトデザインの設定 

2）実施プロセスに関すること 

・カウンターパート・スタッフ及び専門家双方の献身的な作業及び両者の良好な関係構

築 

・UTTのマネジメントサイドによる手厚いサポート体制 

・大学への権限の拡大によるUTTの広い裁量権の行使 

 

 （2）阻害要因 

1）計画内容に関すること 

・特になし 

2）実施プロセスに関すること 

・カウンターパート・スタッフのプロジェクト活動と通常業務との二重作業による負担

・「道路維持運営」「橋梁点検補修」科目改善に向けた業務量の過小見積もり 

 

３－４ 結 論 

本中間レビュー調査における上述の検証の結果、ベトナム側・日本側双方の努力により、本

プロジェクトはアウトプット1を既に達成しており、他のアウトプット及びプロジェクト目標の

達成状況についても中間レビュー調査時点で順調な進捗を示していることが確認された。プロ

ジェクトの開始以降、現在まで妥当性と効率性は高い状況を維持しており、有効性、インパク



 

 

ト、持続性についてもプロジェクトの終了時点で高い結果となることが見込まれる。このよう

に良好な結果を示していることについて、とりわけ本プロジェクトにおけるUTT関係者及び専

門家による献身的な貢献が高く評価される。 

本プロジェクトは、目標である「道路・橋梁建設分野において、UTTによる現場のニーズに

対応した教育の実施能力の向上」達成に向けて、正しい方向性にあるといえる。プロジェクト

で作成された新教材及び供与された機材は、多くの関係者から有用で効果的なツールであると

認識されており、UTTはプロジェクトの残り期間及び将来において、プロジェクトのアウトプ

ットを最大限に活用していくことが望まれる。 

 

３－５ 提 言 

調査結果に基づき、調査団は以下のとおり提言を行った。 

 

 （1）教材の最終化に向けて 

・プロジェクト終了後においてもUTT講師が独自に教材のレビュー・分析・改善を行える

よう、第2フェーズではカウンターパート・スタッフがより独立した形で教材の改訂作業

等を進めていくこと。 

・第2フェーズ中に「道路維持運営」「橋梁点検補修」科目担当専門家のアサイン追加を検

討すること。 

・今後、新教材をCOT2やCOT3に普及させていくためのステップとして、UTTの科学訓練委

員会による内容の承認、並びに、公認の版元による刊行等の必要手続きを進めていくこ

と。 

 

 （2）カウンターパート・スタッフ以外の他の講師への訓練促進 

・カウンターパート・スタッフは、教材改訂作業に部分的にしか参加しなかった他の講師

たちに、新教材の内容について指導していくこと。 

 

 （3）企業との連携機会の増加 

・UTT講師に建設現場経験の機会を与えるために、供与機材の活用による建設企業との共

同作業など、企業との連携構築を積極的に図っていくこと。 

 

 （4）プロジェクト供与機材の有効活用 

・供与機材を有効に活用するために、講師及び機材専用の技術者に対して機材の活用法に

係る実践的な訓練を行うこと。 

 

 （5）PDMの改訂 

・現行のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（version 1.1）

に対し、プロジェクト目標及びアウトプットの指標をより明確化させるために、改訂PDM

案（version 1.2）を提示する。 

  



 

 

Summary of the Mid-term Review Results 
 

1. Outline of the Project 

Country: Socialist Republic of Viet 

Nam 

Project title: Project for Enhancing Training Capacity of 

Transport College (currently University of Transport Technology)

Issue/Sector: Transportation Cooperation scheme: Technical Cooperation 

Department in charge: 

Economic Infrastructure Dept. 

Total cost (as of June 2013): Approx. 630 million yen 

Partner Country’s Implementing Organization: 

University of Transport Technology (UTT) Period of Cooperation: (R/D) 

October 1, 2011 – September 30, 

2014 
Related Cooperation: 

- North-South Expressway Construction Project (Ho Chi Minh 

City - Dau Giay Section, Da Nang - Quang Ngai Section, Ben 

Luc - Long Thanh Section) 

- Project for Capacity Enhancement in Road Maintenance 

(2011 – 2014) 

- Project for Strengthening Operation and Maintenance System 

for Expressway (2011 – 2013) 

1-1  Background of the Project 

The rapid economic growth in Vietnam has led to an increasing demand in the construction of 

high-standard highways and expressways and the massive development of large-scale transportation 

infrastructure projects. Since the future needs of the infrastructure construction market has been 

remarkably high, the Highway Master Plan (Prime Minister Declaration 1734/QD-TTg) vision 2020 

targets to construct approximately 5,900 km highway network. However, the experience in highway 

and motorway construction is lacking so far, with few opportunities for workers to master the modern 

construction technology through experience in the construction site.  In this regard, the lack of 

up-to-date and skilled personnel for construction projects can be addressed only through proper 

education and a systematic on-the-job-training (OJT). 

At present, there are three educational institutions under Ministry of Transport (hereinafter 

referred to as “MOT”) which provide education and training for engineers and technicians engaged in 

the management and supervision of highway construction - the University of Transport Technology 

(formerly the College of Transport) located in Hanoi (referred to as the UTT with 1200 to 1900 

graduates per year), the Second College of Transport in Da Nang City (referred to as the COT2 with 

300 to 500 graduates per year) and the Third College of Transport in Ho Chi Minh City (referred to as 

the COT3 with 300 to 500 graduates per year). 

However, the present curriculum of UTT, including training, does not correspond to the recent 

needs of transportation infrastructure projects requiring modern technology. In order to cope with this, 

the strengthening of the curriculum, educational teaching materials, training equipment and the 

instructors’ educational and training capacity are indispensable towards enhancing the graduates’ 



 

 

capability and productivity in the construction industry. 

Under such circumstances, the Government of the Socialist Republic of Vietnam requested to the 

Government of Japan in August 2008 for a “Technical Cooperation Project for Enhancing Training 

Capacity of Transport College (currently University of Transport Technology)” that focuses on the 

educational and training capacity development of the UTT. In response to the request, the Government 

of Japan agreed to undertake the Project in April of 2009 while JICA carried out the preparatory study 

in March of 2010 to determine the details of the project components. The Record of Discussions 

(hereinafter referred to as “R/D”) about the framework of the Project was signed in May of 2011. 

 

1-2  Project Overview 

(1) Overall Goal 

1) Enhancement of high-graded highway (including expressway) construction capacity of 

graduates from Road and Bridge Construction Field, UTT 

2) Enhancement of training capacity of other transport colleges in main subjects related to the field 

of road and bridge construction 

 

(2) Project Purpose 

Enhancing of training capacity in Road and Bridge Construction Field of UTT such that 

requirement from actual construction site will be reflected 

 

(3) Outputs:  

Output 1: Improvement of contents and theory/practice teaching method of selected subjects list 

(1) and enhancing training capacity of lecturers who are in charge of the selected 

subjects list (1) 

Output 2: Issues and measures for subjects in selected subjects list (2) are defined 

Output 3: Establishing lecturers’ capacity upgrading system in collaboration with construction 

enterprises 

 

Selected Subjects List (1): 

1) Construction Material, 2) Geodesy, 3) Reinforced Concrete, 4) Bridge Inspection and Repair, 

5) Road Foundation Construction, 6) Road Pavement Construction, 7) Road Maintenance and

Operation, 8) Construction Site Management, 9) Occupational Ethics, 10) English in 

Construction, 11) Construction Geology, and 12) Soil Mechanics 

Selected Subjects List (2): 

1) Material Toughness, 2) Bridge Construction, 3) Foundation Mechanics, 4) Structural 

Mechanics, 5) Labor Safety, 6) Ground and Foundation, 7) Bridge Design, 8) Road Design, and 

9) Culvert Designing and Building 

 

 



 

 

(4) Inputs (as of the time of the Review) 

Japanese side: 

- JICA Experts: 16 

- Trainees received: 21 

- Equipment: Approx. 350 million yen 

- Local Cost: 14,850 thousand yen 

Vietnamese side: 

- Counterpart: 64 

- Land and facilities: Working space for experts 

- Local Cost: Approx. 5.6 billion VND (approx. 28 million yen) 

 

2. Outline of the Mid-term Review Team 

Review Team Japanese Side 

Name Job Title Occupation 

Mr. Hozumi Katsuta Leader Senior Advisor for Transportation Sector, 

JICA 

Mr. Kaoru Okada Cooperation 

Planning 

Deputy Director, Transportation and ICT 

Div. 2, Transportation and ICT Group, 

Economic Infrastructure Dept., JICA 

Ms. Sawa Hasegawa Evaluation 

Analysis 

Consultant, Japan Development Service 

Co., Ltd. 

Vietnamese Side 

Name Occupation 

Dr. Vu Ngoc Khiem Vice Rector of University of Transport 

Technology 

  
 

Period of 

Evaluation 

2 - 15 June 2013 Type of Study: Mid-term Review 

 

3. Summary of Mid-term Review Results 

3-1  Progress of the Project 

Inputs from both the Japanese and Vietnamese sides have been provided as planned. Most of the 

Project activities have also been implemented as planned and the remaining activities are to be

implemented during the second phase of the Project. 

 

 (1) Achievement of Outputs 

- Output 1 has been almost achieved. 

- Output 2 is in progress and its current achievement level is quite reasonable. The Output 2 is 

expected to be achieved during the second phase. 

- Output 3 is in progress. The activities for Output 3 are to be implemented mainly in the second 



 

 

phase and efforts to establish the training system in collaboration with construction enterprises 

including Vietnamese and Japanese ones are to be made throughout the second phase. 

 

 (2) Prospect for achieving Project Purpose 

- The Project Purpose is in progress and its current achievement level is reasonable at the time of 

Mid-term Review. The Project Purpose is prospected to be achieved by the end of the Project. 

 

3-2  Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: high 

- The Project meets the needs of its target, lecturers of UTT. They had difficulties in their teaching 

subjects at class, i.e. lack of effective teaching materials, facilities for practices, etc. The Project 

correctly responds to their needs. 

- The Project is consistent with the national development strategy (SEDS) and plan (SEDP) as well as 

policies on transport development of the Government of Vietnam. 

- The Project is consistent with Japan’s Official Development Assistance (ODA) policy for Vietnam 

such as “Country Assistance Policies” and “Rolling Plan”. 

 

 (2) Effectiveness: high 

- The Project will be judged to be functioning effectively and is expected to achieve its purpose by the 

end of the Project if there has been steadily progressing towards the successful achievement of 

Output 3. 

- The contents and quality of new teaching materials are highly praised and positively endorsed by the 

stakeholders of the Project. During the second phase it is expected to establish the lecturers’ capacity 

upgrading system in collaboration with construction enterprises. 

 

(3) Efficiency: high 

- Inputs and activities of the Project have been implemented as planned. The intended outputs are 

being steadily produced at the time of Mid-term Review and there are no problems as regards the 

ratio of outputs to inputs. 

- During the second phase, it is necessary to establish a system for properly and efficiently using 

equipment provided. 

 

 (4) Impact: relatively high 

- The Project is on the right track to achieve its Overall Goal in the post-project period. 

- Even though other impacts on the policy formulation and institutional aspects are as yet to 

emerge, an impact on UTT students who are the indirect beneficiaries of the Project has been 

reported. 

 

 



 

 

 (5) Sustainability: relatively high 

- Concerning the policy and institutional aspect, strengthening of function of educational and 

training institutions including universities, colleges and vocational schools and capacity 

building of human resources involved in the institutions are likely to be continually supported 

by the Government of Vietnam. 

- Concerning the organizational aspect, an adequate organizational support was provided by UTT 

during the project periods. It is highly desirable for UTT to actively provide information and 

educational activities on the Project to COT2, COT3 and other institutions. 

- Concerning the financial aspect, the overall budget of UTT for training-related activities appears 

to be stable since satisfactory financial disbursement to cover the project cost has been observed 

during the project periods. 

- Concerning the technical aspect, the counterpart staff basically has know-how and skills for 

revising teaching materials on their own. It is necessary for them to be involved in the actual 

construction sites to build up their practical experiences and further polish their skills. 

 

3-3  Factors that promoted/ inhibited realization of effects 

(1) Promoting factors 

1) Factors concerning Planning 

- Appropriate design of the Project 

2) Factors concerning Implementation Process 

- Strong dedication of both the counterpart staff and JICA Experts as well as good relationship 

between them 

- High level of commitment and good support by UTT 

- Delegation of authority to UTT and exercise of considerable discretion by UTT 

 

(2) Inhibiting factors 

1) Factors concerning Planning 

- None 

2) Factors concerning Implementation Process 

- Busy and tight schedule of the counterpart staff 

- Underestimation of the workvolume for revising teaching materials and teaching methods of 

“Road Maintenance and Operation” and “Bridge Inspection and Repair” 

 

3-4  Conclusion 

Based on the findings of the Mid-term Review, the Review Team concludes that with the efforts of 

both Vietnamese and Japanese sides the Project has already achieved Output 1 and the achievement 

level of other Outputs and Project Purpose is quite reasonable at the time of Mid-term Review. The 

current relevance and efficiency of the Project are kept to be high and effectiveness, impact and 

sustainability are also expected to be high in the end of the Project. Especially, the contribution by the 



 

 

stakeholders of UTT and JICA Experts to the Project is highly commended. The Project is on the right 

track to achieve its purpose, enhancement of training capacity of the road and bridge construction field 

of UTT with incorporation of the needs of construction enterprises. Since the new teaching materials 

developed and equipment provided by the Project have been recognized as useful and effective tools, 

it is expected for UTT to make best use of these Project achievement during a remaining period of the 

Project and even in the future as well. 

 

3-5  Recommendations 

(1) Finalization of teaching materials 

1) Self –supportive process for finalization 

In the second phase, counterpart staff is requested to revise and update teaching materials 

more independently, so as to review, analyze and improve teaching materials and teaching 

methods regularly by themselves even after the Project ends. 

2) Additional assignment of JICA Experts 

While new teaching materials were prepared, guidance and advice to the lecturers for 

improving and making maximum use of new teaching materials in the subject of “Bridge 

Inspection and Repair” and “Road Maintenance and Operation” have not been provided 

sufficiently due to the shortage of assignment period of JICA Experts. For these subjects, 

additional assignment of JICA Experts will be considered in the second phase. 

3) Authorization of teaching materials 

As a first step for dissemination of new teaching materials to COT2 and COT3, necessary 

procedures should be done, which are the approval by the Science and Training Committee of 

UTT and the publication by one of the authorized publishers. 

 

(2) Training of other lecturers 

Counterpart staff is requested to instruct contents of new teaching materials to other lecturers 

who partially participated in revision of teaching materials. 

 

(3) Increase of collaboration with private enterprises 

Many lecturers are very eager to have more opportunities to experience construction sites or to 

have relations with construction enterprises in order to aquire more practical/advanced information 

and technology for road and bridge engineering. However, it is not easy for UTT to secure such 

opportunities for lecturers without providing benefits to private enterprises. In this regards, 

effective utilization of JICA-provided testing equipment in collaboration with private enterprises 

will be an option. It will be the one of factors for establishing the mechanism for equipment 

maintenance in UTT. 

 

(4) Utilization of equipment provided by JICA 

As many subjects are closely related to effective use of equipment provided by JICA, practical 



 

 

training for lecturers and technicians should be done so as to maximize UTT operational capability 

of JICA laboratory equipment for use in lectures and to conduct research/development programs for 

UTT lecturers as well as for potential collaboration works with construction enterprises. 

 

(5) Modification of PDM 

The Project is advised to modify the PDM (version 1.1) to clarify the logical linkages between 

the Project Purpose and its indicators, in particular, Objectively Verifiable Indicators for Project 

Purpose and Outputs. The modified version is proposed as PDM (version 1.2). 

 

 



 

－1－ 

第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

ベトナム社会主義共和国（以下、「べトナム」と記す）では、近年の経済成長に伴い、大規模交

通インフラの整備が活発化しており、なかでも自動車専用道路・高速道路は今後、大量かつ急速

な整備が求められている。高速道路マスタープラン（首相決定第1734/QD-TTg）では、2020年まで

に約2,500kmの高速道路整備をめざしており、将来において建設のニーズが格段に高くなる一方、

現在は自動車専用道路・高速道路整備の実績がまだ少なく、労働者が建設現場における経験を通

じて、近代的な施工・監督技術を習得する機会が少ない。このため、将来において実地訓練（OJT）

のみでは先進的な技術に精通した人材の供給が不足することが懸念されている。 

高速道路の建設現場の施工管理・監督に従事する技術者を養成している教育機関は、ハノイ市

に位置する「交通短大」〔College of Transport（以下、「COT」）：年間1,200～1,900名が卒業〕、ダナ

ン市に位置する第2交通短大（以下、「COT2」：年間300～500名が卒業）、ホーチミン市に位置する

第3交通短大（以下、「COT3」：年間300～500名が卒業）がある。COTにおいては、実習を含めた

教育のカリキュラムが、近代的な技術を必要とする交通インフラ事業に対応していないため、卒

業生のOJTが円滑に進められるよう、カリキュラム、教育教材、実習教材の強化及び教官の教育能

力強化が不可欠となっている。 

このような状況下、COTを対象として、これら技術の教育能力強化に焦点を当てた「高速道路

建設事業従事者養成能力強化プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）に係る養成が2008年8月

にベトナム政府から日本政府に対してなされた。これに対し、2010年3月に詳細計画策定調査を実

施し、2011年5月に討議議事録（R/D）が締結された。なお、COTは2011年5月に「交通技術大学」

〔University of Transport Technology（以下、「UTT」）〕に昇格し、本プロジェクトが対象とする3年

制の短期大学コースのほか、5年制の大学コースを2011/2012年度の新学期から開始している。 

今次プロジェクト開始から1年半が経過したことを受け、プロジェクトの目標達成度やアウトプ

ット等を確認・分析するとともに、今後の課題や方向性について確認し提言を行うことを目的と

して中間レビュー調査団が派遣された。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

上述の経緯を踏まえ、以下を目的として中間レビュー調査を実施した。 

 （1）R/D、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画（PO）に基づき、プ

ロジェクトの投入及び活動実績や目標・アウトプットの達成状況を確認する。 

 （2）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、評価を行う。 

 （3）プロジェクト実施プロセスを検証し、貢献要因や阻害要因・リスク要因を抽出する。 

 （4）上述の分析結果に基づき、今後の課題や方向性について検討し、プロジェクト後半期にお

ける提言を取りまとめる。 
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１－３ 調査団の構成 

＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 所属先・職位 

総 括 勝田 穂積 独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員（運輸交通セク

ター） 

協力企画 岡田 薫 独立行政法人国際協力機構 経済基盤開発部運輸交通・情報

通信グループ 運輸交通情報通信第二課 主任調査役 

評価分析 長谷川 さわ 株式会社日本開発サービス 調査部 コンサルタント 

＜相手国側＞ 

氏 名 所属先・職位 

Dr. Vu Ngoc Khiem Vice Rector of University of Transport Technology 

 

１－４ 調査スケジュール 

現地調査は2013年6月2日から6月15日までの期間で実施された。調査日程の概要は、以下のとお

りである（6月2日から6月8日までは評価分析団員のみによる調査）。 

日順 日 付 内 容 

1 6月2日 日 本邦（成田）発 

2 3日 月 専門家インタビュー 

3 4日 火 カウンターパートインタビュー 

   

運輸省（Ministry of Transport：MOT）Eng. Nguyen Ngoc Hai（Senior Official 

of Project Management Div., Planning & Investment Dept.）へのインタビュー 

教育訓練省（Ministry of Education and Training：MOET）Dr. Nguyen Thi Thu Ha

（Senior Expert, Higher Education Dept.）へのインタビュー 

4 5日 水 カウンターパートインタビュー、専門家インタビュー 

5 6日 木 カウンターパートインタビュー 

6 7日 金 専門家インタビュー 

7 8日 土 報告書作成 

8 9日 日 団内打合せ 

9 10日 月 Dr. Do Ngoc Vien学長へのインタビュー 

   団内打合せ、中間レビューレポート案作成 

10 

 

11日 

 
火 

運輸省表敬、Dr. Tran Bao Ngoc（Deputy DG of Personnel and Organization 

Dept.）へのインタビュー 

   
機材設置状況確認 

中間レビューレポート加筆・修正 

11 12日 水 団内打合せ（PDM改訂案検討、中間レビューレポート案最終化） 

   Dr. Vu Ngoc Khiem副学長との打合せ 
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12 13日 木 UTTとの協議（ミニッツ、中間レビューレポート確認） 

   
ミニッツ、中間レビューレポート修正・最終化 

ミニッツ、中間レビューレポート署名 

13 14日 金 JICAベトナム事務所報告 

   ベトナム（ハノイ）発 

14 15日 土 本邦（成田）着 

 

１－５ レビュー手法・項目 

１－５－１ レビュー手法 

本レビュー調査は、「新JICA事業評価ガイドライン 第1版（2010年6月）」に基づき、プロジ

ェクト・サイクル・マネジメントの一環として実施された。調査団は現行PDM（version 1.1）を

評価の枠組みとして適用し、ベトナム側カウンターパート及びJICA専門家に対して質問票・イ

ンタビューを通して情報収集を行った。 

本レビュー調査では、評価分析のために定性的データを以下の方法で収集した。 

・既存資料レビュー（プロジェクト報告書・各種資料など） 

・質問票（日本人専門家、カウンターパート） 

・キーインフォーマント・インタビュー（UTT講師等カウンターパート・スタッフ、マネジメ

ントレベルのカウンターパート、JICA専門家） 

 

１－５－２ レビュー項目 

（1）プロジェクトの実績 

プロジェクトの実績は投入、アウトプット、プロジェクト目標及び上位目標の各項目に

ついて、PDMにある指標を参照にその達成状況（または達成見込み）を確認した。 

 

（2）実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスは、技術移転の方法、関係者間のコミュニケーション、モ

ニタリングなど、さまざまな観点に基づき、プロジェクトが適切に運営されたかどうかに

つき検証された。さらに、実施プロセスの検証により、プロジェクトの効果発現に係る貢

献要因、阻害要因を抽出した。 

 

（3）評価5項目に基づく評価 

実績及び実施プロセスに係る検証結果に基づき、プロジェクトを評価5項目の観点から検

証した。評価5項目の各項目の定義は表１－１のとおりである。 
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表１－１ 評価5項目の定義 

評価5項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

1 妥当性  プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目

標）が受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策とし

て適切か、対象地域と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェ

クトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であるODAで実施する

必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」

を問う視点。 

2 有効性  プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益

がもたらされているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。

3 効率性  主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効

に活用されているか（あるいはされるか）を問う視点。 

4 インパクト  プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効

果や波及効果をみる視点。この際、予期しなかった正・負の効果・

影響も含む。 

5 持続性  協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続している

か（あるいは持続の見込みはあるか）を問う視点。 
出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）、2010年6月 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

PDMに基づく、プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、アウトプット及び活動は以下の

とおりである。レビューにあたっては、2012年11月に改訂されたPDM（version 1.1）が使用された。 

 

 （1）上位目標（協力終了後3～5年後をめどとした目標） 

【目標1】UTT1の道路・橋梁建設分野卒業生の高規格道路（高速道路を含む）建設能力が向上

する。 

【指標1】1-1. UTT道路・橋梁建設分野卒業生への業界からの評価が高まる。 

1-2. 教育内容に対する卒業生の評価が高まる。 

【目標2】他の教育機関（COT2、COT3等）での道路・橋梁建設分野にかかわる主要科目の教

育の実施能力が向上する。 

【指標2】2-1. UTTで作成された教材が他短大で採用される。 

2-2. UTTから教育能力強化に関する情報提供がなされる。 

 

 （2）プロジェクト目標（プロジェクト終了時の目標） 

【目標】道路・橋梁建設分野において、UTTによる現場のニーズに対応した教育の実施能力が

向上する。 

【指標】1. 新しい教材が道路・橋梁建設分野のカリキュラムに反映される。 

2. 教員の企業での研修が実施される。 

3. UTTの科学訓練委員会による講義及び実習に対する評価に基づき改善される。 

 

 （3）アウトプット及び活動 

本プロジェクトでは3つのアウトプットの達成によりプロジェクト目標の達成を図る。また、

それらアウトプットの達成に必要な活動を行う。 

 

アウトプット1：選定された科目リスト（1）の科目について、内容、講義及び実習方法が

改善され、担当講師の能力が向上する。 

【科目リスト（1）】 

番号 科目（和） 科目（英） 

1 建設材料 Construction Materials 

2 測量学 Geodesy 

3 鉄筋コンクリート Reinforced Concrete 

4 橋梁点検補修 Bridge Inspection and Repair 

5 道路建設（路体） Road Foundation Construction 

6 道路建設（舗装） Road Pavement Construction 

                                                        
1 PDM version 1.1では、UTTを旧名称のままCOTとして記載しているが、混乱を避けるため、ここではUTTと記載する。 
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7 道路維持運営 Road Operation and Maintenance 

8 現場管理 Construction Site Management 

9 職業倫理 Occupational Ethics 

10 土木英語 English in Construction 

11 （建設）地質学 Construction Geology 

12 土質力学 Soil Mechanics 

 

【活動】科目リスト（1）の科目に対し以下の活動を実施する。 

1-1）既存教材、実習及び指導方法をレビューする。 

1-2）既存教材、実習及び指導方法の改善方法を検討し、改善実施計画を作成する。 

1-3）教材、実習マニュアルを作成する。 

1-4）教材を使った授業を実施する。 

1-5）1-4の事業実施に基づき、教材の見直し・確定を行う。 

【指標】 

1-1）新しい教材が作成される。 

1-2）新しい教材により授業・実習が実施される。 

1-3）UTTの科学訓練委員会において承認を得たうえ、新しい教材が道路・橋梁建設分野

のカリキュラムとして採用される。 

 

アウトプット2：選定された科目リスト（2）の科目について、科目の問題点及び改善方法

が明確になる。 

【科目リスト（2）】 

番号 科目（和） 科目（英） 

1 材料力学 Material Mechanics 

2 橋梁建設 Bridge Construction 

3 基礎力学 Basic Foundation Mechanics 

4 構造力学 Structural Mechanics 

5 労働安全 Labor Safety 

6 基礎と地盤 Ground and Foundation 

7 橋梁建設 Bridge Design 

8 道路建設 Road Design 

9 カルバート設計・施工 Culvert Design and Construction 

 

【活動】科目リスト（2）の科目に対し以下の活動を実施する。 

2-1）既存教材、実習及び指導方法をレビューし、必要であれば科目リスト（1）に追加す

べき1以上の科目を選定し当該科目に対し活動1を実施する。 

2-2）科目リスト（2）に残った科目のうち必要な科目に対し、具体的な改善実施計画（機



 

－7－ 

材等の改善案を含む）を検討する。 

【指標】 

2-1）提案された改善案の50％以上が実施される。 

 

アウトプット3：教員の能力向上のための企業と連携した研修制度が確立される。 

【活動】 

3-1）教員の能力並びに関連事項に関する調査を行う。 

3-2）企業と教員との懇談会を設置する。 

3-3）企業と連携した教員の研修制度案を作成（分野、人員、期間、費用分担など）する。 

34-）研修枠組みの形成のために企業と協議する。 

3-5）研修を試行的に実施する。 

3-6）研修の実施に必要な各種協定・規定を整備する。 

【指標】 

3-1）企業と連携した教員のための研修が制度化される。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

本プロジェクトの協力当初から中間レビュー調査時点までの実績は、以下のとおりである。 

 

３－１ 投入実績 

日本側、ベトナム側からの投入は、おおむね計画どおり実施されている。両者の現時点までの

投入実績の概要を以下に示す（各項目の詳細は、合同レビューレポートの付属資料を参照）。 

 

３－１－１ 日本側投入 

項 目 実  績 

専門家派遣 以下の担当分野の専門家（第1・第2フェーズ）計16名 

53.27 MM（第1フェーズ）、30.74 MM（第2フェーズ予定） 

 

1）総括/カリキュラム改善計画 

2）地質学・基礎地盤 

3）建設材料 

4）土質力学 

5）測量/測量実習 

6）道路設計、カルバート設計・施工/研修制度の確立/土木英語作成（学問基礎、

設計関係） 

7）道路建設（路体、排水） 

8）道路建設（舗装） 

9）道路建設（付帯設備） 

10）施工管理、現場安全管理、品質出来高管理/機材仕様書作成支援/土木英語

作成（建設、建設管理関係）/職業倫理 

11）橋梁点検補修（1）/コンクリート 

12）橋梁点検補修（2）/スティール 

13）鉄筋コンクリート 

14）業務調整/研修カリキュラム作成支援 

15）カリキュラム改善計画・講義方法支援/地質学・土質力学/教材・実習マニ

ュアル監修/土木英語監修（地質・地盤、道路関係） 

16）鉄筋コンクリート支援/教材・実習マニュアル監修/土木英語監修（コンク

リート関係） 

 

第2フェーズに追加した担当分野 

1）JICA機材運営管理（1） 

2）JICA機材運営管理（2） 

3）JICA機材ソフトウェア研修 

研修員受入れ 以下の本邦研修 計21名 

- UTT講師9名（2012年2月5日～2月16日） 

- UTT講師5名（2012年3月7日～3月17日） 

- MOT及びUTTのマネジメントクラス対象7名（2012年6月10日～6月22日） 

機材供与 約3.3億円 
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ローカルコス

ト負担 

計1,485万円（一般業務費、第1フェーズ合計） 

 

３－１－２ ベトナム側投入 

項 目 実  績 

カウンターパ

ート配置 

以下のカウンターパート 計64名 

- カウンターパート・スタッフ：計42名 

選定科目リスト（1）担当UTT講師24名、選定科目リスト（2）担当UTT講師

18名 

- アドミニストラティブ・スタッフ（Project Management Unit：PMU）：計15名

プロジェクトダイレクター1名、プロジェクトマネジャー1名、PMUメンバー

13名 

- コンサルタティブ・グループ：計7名 

チーフ1名、セクレタリー1名、メンバー5名 

施設提供 専門家執務室及び必要設備 

ローカルコス

ト負担 

以下の項目 約56億ベトナムドン（VND）（約2,800万円2） 

- 専門家用執務室及びラボ改修費 約40億VND 

- 機材設置費 約2億VND 

- カウンターパート・スタッフ人件費 約6億VND 

- PMU人件費 約5億VND（3年間） 

- 会議・セミナー開催費 約1億VND 

- 建設企業・現場サイト視察費 約1億VND 

- その他雑費 約1億VND 

 

３－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、おおむねPDM及びPOに沿って実施されている。免税手続きの関係で供与

機材の搬入が計画より多少遅れたが、この遅延により活動の実施に深刻な影響は及ぼしていない。

プロジェクトの第1フェーズ（2011年10月～2013年3月）にアウトプット1及びアウトプット2に係

る活動が主に実施され、アウトプット3に係る活動は第2フェーズ（2013年4月～2014年9月）にて

集中的に実施される予定である。 

 

３－３ アウトプットの達成状況 

中間レビュー調査時点でプロジェクトの各アウトプットがどの程度達成されているかについて、

主に各アウトプットに設定された指標から、その達成状況を判断する。 

各アウトプットにおける指標と現時点での結果を以下に示す。 

 

                                                        
2 1VND＝0.005円（2013年6月為替レート）で換算 
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アウトプット1：選定された科目リスト（1）の科目について、内容、講義及び実習方法が改善

され、担当講師の能力が向上する。 

指 標 現時点での結果 

1-1 新しい教材が作成さ

れる。 

- プロジェクト開始から2012年3月まで、選定科目リスト（1）及び

（2）のレビュー及び分析が行われ、当初は科目リスト（2）に選

定した「地質学」「土質力学」を科目リスト（1）に移すことが決

定された。このレビュー・分析結果を踏まえ、「地質学」「土質力

学」を含めた全12科目の教材改訂案が担当専門家及び担当UTT講

師により作成された。 

- 上述の教材改訂案を基に、2012年8月までに12科目の新教材が担当

UTT講師及び当該科目を教えている他の講師（1科目につき8～15

名程度）により作成された。 

- 上述の新教材に加え、12科目の参考資料として、英文副読本､英文

技術資料､英文マニュアル類が専門家により用意され、UTT講師に

提供された。 

1-2 新しい教材により授

業・実習が実施され

る。 

- 2012/2013年度（2012年8月～2013年7月）の第1学期間（2012年8月

～12月）、UTTの土木工学部に所属する8～9クラスのうち2クラス

において、12科目の新教材を使用した講義・実習がモデル授業・

実習として行われた。 

- モデル授業・実習での新教材の試行結果を踏まえ、専門家の指導

の下、現在、UTT講師により更に教材の改訂を実施中である。 

1-3 UTTの科学訓練委員

会において承認を得

たうえ、新しい教材

が道路・橋梁建設分

野のカリキュラムと

して採用される。 

- 上述のモデル授業・実習は、UTTの科学訓練委員会の承認を得て、

土木工学部のパイロットカリキュラムとして採用された。 

- モデル授業・実習での結果を踏まえて教材を再改訂したのち、同

教材は2013/2014年度（2013年8月～2014年7月）からUTTの正式な

カリキュラムとして承認される見込みであり、正式なカリキュラ

ムに組み込まれたのち、12科目の学科試験も新教材に対応した内

容の試験で実施される見込みである。 

 

これら指標結果から判断すると、アウトプット1に係る各指標の達成レベルは順調であり、現

時点でアウトプット1はほぼ達成されている。 

 

アウトプット2：選定された科目リスト（2）の科目について、科目の問題点及び改善方法が明

確になる。 

指 標 現時点での結果 

2-1 提案された改善案の

50％以上が実施され

る。 

- 選定科目リスト（2）のレビュー及び分析結果を踏まえ、全9科目

の問題点と改善案が作成された。 

- 上述の改善案を基に、当該科目を担当しているUTT講師により9科

目の教材が改訂されている。改訂は既に終わった科目と現在も改

訂中の科目があり、2013年8月から始まる新学期までに全9科目の

改訂を終える見込みである。 

- 2013/2014年度の第1学期間（2013年8月～12月）、土木工学部の全

クラスにおいて、9科目の新教材を使用した講義・実習がモデル授

業・実習として行われる予定である。 
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- モデル授業・実習での試行結果を踏まえ、更に教材の改訂が実施

される予定である。 

 

これら指標結果から判断すると、アウトプット2に係る指標の達成レベルは進行中であるが、

アウトプット2の「科目の問題点及び改善方法が明確になる」という内容からすると、選定科目

リスト（2）全9科目の問題点と改善案は既に作成されており、アウトプット2は既に達成され、

プロジェクトではその先の活動が実施されているといえる。本指標はアウトプット2が達成され

たかどうかを判断するための指標として必ずしも適切ではないといえるため、中間レビュー調

査団よりPDMの改訂案として、同指標の改訂案を提示した〔PDM改訂案（version 1.2）は、合同

レビューレポートの付属資料を参照〕。 

 

アウトプット3：教員の能力向上のための企業と連携した研修制度が確立される。 

指 標 現時点での結果 

3-1 企業と連携した教員

のための研修が制度

化される。 

- 2012年12月12日に、「ベトナムで必要とする高規格道路（高速道路

を含む）建設技術に対応できる教育の実施能力強化」をテーマと

したセミナーがUTTで開催された。このセミナーには、MOT、

MOET、COT2、COT3代表者のほか、ベトナムの建設企業、海外

の建設企業、各大学、技術短期大学、研究所などの教育・研究機

関も参加し、約180名の参加を得た。 

- 2013年3月8日～11日の3泊4日間で、講師に対する研修がUTTで実

施された。参加者はCOT2、COT3の講師に加え、UTTハノイ校の

ほか、ヴィンイェン分校とタイグェン分校の講師も参加した。 

- UTTは既に国内の建設企業数社と研修などの協力における覚書を

結んでいるが、今後はMOTや専門家の支援の下、これらの企業を

含む協力企業獲得に向けて積極的にコンタクトをとっていく予定

である。 

 

これら指標結果から判断すると、アウトプット3に係る指標の達成レベルは進行中である。ア

ウトプット3の活動はプロジェクトの第2フェーズに本格的に実施される計画になっており、今

後ベトナム企業・日系企業を含めた企業と連携した研修制度の確立に向けた活動が実施される

予定である。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成見込みについても、アウトプットの達成状況と同様、主にプロジェク

ト目標に設定された指標から、その達成見込みを判断する。 

プロジェクト目標における指標と現時点での結果を以下に示す。 
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プロジェクト目標：道路・橋梁建設分野において、UTTによる現場のニーズに対応した教育の実

施能力が向上する。 

指 標 現時点での結果 

1. 新しい教材が道路・橋

梁建設分野のカリキュ

ラムに反映される。 

- アウトプット1の指標1-3の結果で述べたように、選定科目リスト

（1）の新教材は、2013/2014年度からUTT土木工学部の正式なカ

リキュラムとして承認される見込みである。 

- 選定科目リスト（2）の新教材は、2013年8月からのモデル授業・

実習での試行結果を踏まえて再改訂されたのち、UTT土木工学部

の正式なカリキュラムとして承認される見込みである。 

2. 教員の企業での研修が

実施される。 

- UTT講師の建設企業での研修は、プロジェクトの第2フェーズで実

施される予定である。 

3. UTTの科学訓練委員会

による講義及び実習に

対する評価に基づき改

善される。 

- 新教材及びモデル授業・実習に対するUTT講師による自己評価で

は、教材内容の改善度、講義理論の改善度、実習マニュアルの改

善度、グループディスカッションの導入等、講義方法の改善度等

の評価項目に対し、ほぼすべての項目において、5段階評価で上か

ら1、2番目の「非常に良い」「良い」と回答した。 

- モデル授業・実習を受講した学生を対象にしたアンケートでは、

新教材を使用した授業内容について、12科目すべてにおいて、ほ

ぼすべての学生が5段階評価で上から1、2番目の「非常に良い」「良

い」と回答した。 

 

これら指標結果から判断すると、プロジェクト目標に係る各指標の達成レベルはいずれも進

行中であり、本プロジェクトは目標の達成に向けて着実に進捗しているといえる。中間レビュ

ー調査時点での達成レベルから判断すると、プロジェクト目標は、所期のプロジェクト実施期

間終了までに達成されることが見込まれる。 

ただし、アウトプット1の指標1-3とプロジェクト目標の指標1の内容がほぼ同様であるなど、

プロジェクト目標の指標もアウトプット2の指標と同様、達成状況を判断するには適切ではない

部分があるため、同指標についても中間レビュー調査団より改訂案を提示した。 

 

３－５ 実施プロセス 

３－５－１ 効果の発現に貢献した要因 

本プロジェクトの実施において、以下の貢献要因が確認された。 

 

（1）カウンターパート・スタッフ及び専門家双方の献身的な作業及び両者の良好な関係構築 

本プロジェクトにおけるさまざまな活動の良好な実施状況は、カウンターパート・スタ

ッフであるUTT講師と専門家が熱心に、献身的に業務に取り組んだことによって促進された。

また、両者の関係は極めて良好であり、その協調・協力関係は第1フェーズで教材改訂に係

るミーティング等を重ねるなかで形成され、プロジェクト活動の円滑な実施に貢献している。 

 

（2）UTTのマネジメントサイドによる手厚いサポート体制 

カウンターパート機関であるUTTは、本プロジェクトに対する意欲・当事者意識が非常に

高く、自発性をもってプロジェクトに取り組んでいる。このことは、プロジェクトにおい
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て必要となる経費をUTTが適切に充当していることからも判断される。UTTでは、PMUの

みならず学長をはじめとする大学全体でプロジェクトに対するサポート体制を組んでおり、

カウンターパート・スタッフ及び専門家が望ましい環境下でプロジェクト活動を実施する

ことに大いに貢献している。 

 

（3）大学への権限の拡大によるUTTの広い裁量権の行使 

ベトナムでは近年、政府が管轄の大学等、教育機関に対してより大きな権限の委譲を行

っており、UTTも自校講師の能力強化を図るための研修プログラム等を自由に決められるな

ど、以前に比べて各教育機関の裁量権が増している。これにより、プロジェクトの決定事

項に対するUTT内の意思決定プロセスが円滑かつ迅速に行われており、プロジェクト活動を

深刻な遅延なく円滑に実施することを可能にしている。 

 

（4）適切なプロジェクトデザインの設定 

本プロジェクトは3つのアウトプットにより構成されているが、これらのアウトプットは

プロジェクト目標の達成に向けて無理のない構成となっており、対象地域やターゲットグ

ループなど、プロジェクトのスコープも適切な範囲に設定されているため、分かりやすく

シンプルな内容となっている。このため、プロジェクト活動の多くもUTT内で実施できる環

境にあり、専門家とUTT間の良好な関係構築や活動の円滑な実施に貢献している。 

 

３－５－２ 効果の発現を阻害した要因 

一方、本プロジェクトの実施中、効果の発現に深刻な影響を与えてはいないものの、以下の

課題が挙がった。 

 

（1）カウンターパート・スタッフの通常業務との二重作業 

選定科目リスト（1）及び（2）を担当するカウンターパート・スタッフは、プロジェク

トに専属的に配置されてはおらず、UTTの講師やマネジメントスタッフとしての彼らの通常

業務ももっている。担当講師の多くはプロジェクトで担当している科目以外にも複数の科

目の授業を受け持っており、日々の授業やマネジメント業務で極めて多忙な立場にある。

そのため、教材改訂に係る専門家との内容検討の話し合いや実際の改訂作業などに参加す

ることが難しい時期もあった。 

 

（2）「道路維持運営」「橋梁点検補修」科目改善に向けた業務量の過小見積もり 

選定科目リスト（1）のうち、「道路維持運営」「橋梁点検補修」の2科目は、レビューを

行った結果、他の科目に比して比較的新しく正式科目に採用されたため担当UTT講師の当該

科目に対する知識・経験が必ずしも十分でないこと、教材内容の一部については、改訂で

はなく新規に作成する必要があることなどが判明したため、他科目に比べて改訂作業に時

間を要した。本プロジェクトでは、プロジェクト開始後の一活動として科目リスト（1）に

対するレビューを行い、改訂作業の重点項目を整理する設計としていたが、各科目の改訂

作業・技術移転に要する業務量については、プロジェクト開始前の段階において、より精

緻に検討することが必要であった。 
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第４章 評価5項目による評価結果 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から「高い」といえる。 

 

 （1）ターゲットグループのニーズとの整合性 

本プロジェクトは、ターゲットグループであるUTT講師のニーズを満たしている。 

道路・橋梁建設分野を担当するUTT講師は、担当科目の授業を行ううえで、さまざまな困難

を抱えていた。例としては、教材内容の質が悪い点や実習機材・設備の不足、講師自身の現

場での実務経験の不足などが挙げられる。本プロジェクトの実施前、ベトナムに存在する教

科書・教材は版が古く時代遅れの内容であり、現在の最新技術や実践的な課題に対応してい

ないものがほとんどであった。UTT講師は、担当科目の内容を効果的に学生に教えるべく、現

在の最新技術に対応した情報を入手し、大学・個人レベルで教育能力を高めていく必要に迫

られていた。このため、UTTは組織・講師個人レベルにおける教育能力の強化を図るために、

建設市場のニーズを踏まえた実用的な教材を開発し、同時に教育の実施能力向上のための体

制を構築していくことが求められていた。 

本プロジェクトは、選定された科目の教材改訂を行い、講義・実習方法の改善を図るとと

もに、企業と連携した教員研修制度を確立することで現場のニーズに対応した教育の実施能

力向上を図ろうとするものであり、上述のニーズに応えるものである。 

 

 （2）ベトナムの国家開発計画・運輸交通セクター関連政策との整合性 

本プロジェクトは、ベトナムの国家開発計画及び運輸交通セクター関連政策に合致してい

る。 

ベトナムの最上位の国家開発計画である「社会経済開発10カ年戦略（10-year Socio-Economic 

Development Strategy：SEDS、2011年～2020年）」及び「社会経済開発5カ年計画（5-year 

Socio-Economic Development Plan：SEDP、2011年～2015年）」において、2020年までの工業国

化の達成が掲げられており、同目標に向けてインフラ経済の整備が課題として挙げられてい

る。 

さらに、ベトナムの運輸交通セクターにおける政策の1つである首相決定の「Decision No. 

1327/QD-TTg （24 August 2009）on Approval of the Road Transport Development Learning in 

Vietnam 2020-2030」においても、道路・橋梁建設分野におけるあらゆる関係者に対して人材

育成の重要性が明記されている。 

 

 （3）日本の対ベトナム援助政策との整合性 

本プロジェクトは、日本の対ベトナム援助政策に合致している。 

「対ベトナム社会主義共和国 国別援助方針」（2012年12月策定）及び「対ベトナム社会主

義共和国 事業展開計画」（2012年12月策定）において、基本方針として「経済開発と社会開

発のバランスのとれた国づくり支援」が掲げられており、援助重点分野の1つとして「成長と

競争力強化」が挙げられている。同重点分野の下、経済成長に伴い増大している運輸交通需

要に対応するため、道路、鉄道、港湾、空港などのハード面の整備を促進する一方、増大す
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る交通インフラ資産の運営・維持管理に係る人材育成・質の確保、民間部門活用のための制

度整備、交通安全対策、長期的視点でのセクター開発戦略の策定等が支援課題として示され

ている。 

 

 （4）プロジェクトの設計 

第３章「３－５ 実施プロセス」の貢献要因（4）でも述べたように、本プロジェクトの内

容構成は活動の円滑な実施に貢献しており、適切なデザインであったといえる。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から「高い」と見込まれる。 

 

UTT講師は、担当科目におけるアカデミックな知識はもっているものの、ほとんどの講師にとっ

て、実際の建設現場における実務経験はなく、担当科目に関する実践的なノウハウやスキルを積

むことが今後の課題となっている。この点において、本プロジェクトのアウトプットは妥当な構

成内容となっており、この課題に取り組むうえで貢献しているといえる。現在のスコープの下で、

本プロジェクトは有効に機能している。 

本プロジェクトは、プロジェクト目標であるUTTの道路・橋梁建設分野における現場のニーズに

対応した教育の実施能力の向上に向けて、基盤を築きつつある。第３章「３－３ アウトプット

の達成状況」でも述べたように、本プロジェクトのアウトプット1は現時点でほぼ達成され、アウ

トプット2も既に達成され、実践的な内容の教材は順調に作成されている。改訂された教材は、プ

ロジェクトの初期に行ったベースライン調査により、講師や学生だけでなく企業のニーズも詳細

に調べ上げ、カウンターパート・スタッフと専門家間の幾度もの協議・改訂プロセスを経て丁寧

に作り込まれた。さらに、いくつかの新規科目では既存教材の改訂・焼き直しではなく、もとも

となかった教材がゼロから作成された。各教材の内容・品質については多くのベトナム関係者か

ら好評を得ており、強く支持されている。 

今後、プロジェクト目標を達成するためには、アウトプット3「講師の能力向上のための企業と

連携した研修制度の確立」を第2フェーズ期間中に着実に進めていくことが鍵となる。これまでプ

ロジェクトは目標の達成に向けて順調な進捗をみせており、アウトプット3が無事に達成されれば、

2014年9月のプロジェクト終了までに目標は達成されると見込まれる。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の理由から「高い」といえる。 

 

第３章「３－１ 投入実績」「３－２ 活動実績」でも述べたように、本プロジェクトでは日本

側・ベトナム側双方から計画どおりに投入がなされ、活動もおおむね計画どおりに実施されてい

る。 

第３章「３－５ 実施プロセス」の阻害要因（2）で述べたように、各科目の専門家のアサイン

期間のバランスについて、より配慮が必要であったと考えられる、本中間レビュー調査で行った

専門家・ベトナム側カウンターパートへの質問票及びインタビューの結果を総合すると、投入の

量、質、タイミングともおおむね適切であり、投入された各要素は活動の実施にもれなく活用さ
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れている。また、中間レビュー調査時点における各アウトプットの達成状況も順調であり、各投

入・活動はアウトプットの産出に向けて適切に管理されており、インプットに対するアウトプッ

トの産出状況も問題ないといえる。 

本プロジェクトでは、プロジェクト活動がほぼすべてUTTのキャンパス内で実施できているとい

う点が、プロジェクトの効率性を高める要因となっている。第３章「３－５ 実施プロセス」の

貢献要因（4）で述べたように、プロジェクトの専門家は普段、技術移転の直接の対象者である選

定科目リスト（1）及び（2）担当の42名のUTT講師たちと容易にコンタクトをとることが可能であ

り、両者の直接的で密なコミュニケーションがプロジェクト活動の円滑な実施に貢献している。 

今後、プロジェクトの効率性を更に高めるために第2フェーズを実施するうえで留意する点とし

て、アウトプット3における企業と連携した研修制度の確立に加え、供与機材の適切・効率的な活

用のための体制も整備していくことが必要である。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、以下の理由から「やや高い」と見込まれる。 

 

本プロジェクトの上位目標の達成見込みに関し、現時点でのプロジェクト目標の達成状況から、

プロジェクト終了後の達成に向けて正しい軌道にあるといえる。本中間レビュー調査での関係者

への質問票・インタビューにおいても、プロジェクトは順調に成果を出しつつあり、UTT講師のス

キル向上にインパクトを与えているとの回答が得られた。将来、ベトナムの道路・橋梁建設分野

において人材育成・能力強化を図るメカニズムが構築されるよう、本プロジェクトを通してその

礎を更に強化していくことが望まれる。 

その他のインパクトとして、プロジェクトの活動や経験がベトナムの運輸交通セクターにおけ

る政策やガイドラインあるいはプログラム等に組み込まれるなど、政策・制度上のインパクトは

まだ発現していないものの、これまでに以下のようなプラスのインパクト事例が報告されている。 

 

 （1）プロジェクトの間接受益者であるUTT学生におけるインパクト 

選定科目リスト（1）のモデル授業・実習を受講した学生とそうでない学生の学力達成度の

差異を比較するために、モデル授業・実習を受講した学生と通常授業を受講した学生の試験

結果を比較したところ、モデル授業・実習を受講した学生の試験結果では「不可」の割合が

著しく減少し、逆に「優良」ないしは「良」の割合が著しく増加していた。 

 

 （2）UTTと日本の大学との協力関係の構築 

2012年6月に実施されたマネジメントクラスを対象にした本邦研修をきっかけとして、研修

先として協力していた日本大学理工学部社会交通工学科とUTT土木工学部との間で、今後の両

者の交流・協力活動を約束した学術交流協定書が2012年7月17日に締結された。 

反対に、環境や社会配慮面など、本プロジェクトによる負の影響については報告されてお

らず、今後もプロジェクトによるマイナスのインパクトが生じることは考えにくい。 

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は、以下の理由から「やや高い」と見込まれる。 
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 （1）政策・制度面 

ベトナムにおいて道路・橋梁建設分野における人材育成の強化は、国の運輸交通セクター

における健全な建設開発を進めていくうえで重要な戦略のひとつと考えられる。また、現在

の道路・橋梁建設分野の開発に関する政策においても、関連教育・訓練機関の訓練機能を強

化することが開発の重要な要素のひとつと明記されている。よって、大学、短期大学、職業

訓練校を含めた各教育・訓練機関の機能強化及びこれらの機関に属する人材の能力強化は、

ベトナム政府の政策として今後も引き続き支持されることが見込まれる。UTTは、この分野の

教育実施能力の強化において先駆的な役割を果たすことが期待されている。 

 

 （2）組織・体制面 

プロジェクト期間中におけるUTTの組織的なサポートは十分であるが、上述のとおりUTT

は、今後のベトナムの道路・橋梁建設分野における現場監督者の人材養成機関として主要な

役割を果たしていくことが期待されており、その役割を担っていくために、UTTは建設企業を

はじめ、同分野における他の教育・訓練機関等とも適切なコミュニケーション・関係を構築

していくことが求められる。今後、UTTはプロジェクトで得た情報や活動内容を積極的に関係

機関に対し提供するとともに、これらの機関と課題の共有や対策などについても話し合って

いくことが望まれる。 

 

 （3）財務面 

UTTの今後の人材育成・能力強化に係る実施費用に関し、プロジェクト期間中、UTTにより

プロジェクト必要経費が適切に負担されていたことから、今後の研修関連活動に向けた予算

も安定していると考えられる。さらに、UTTはプロジェクトで供与された機材を適切に維持・

管理していくための必要な予算も既に配分している。 

 

 （4）技術面 

カウンターパート・スタッフの技術スキルに関し、選定科目リスト（1）及び（2）の教材

の改訂案は、専門家と担当UTT講師との話し合いを基に専門家主導で検討されたが、改訂案に

基づく実際の改訂作業は担当UTT講師と当該科目を教えている講師にて実施されており、UTT

講師は担当科目の教材を自ら改訂するための基本的なノウハウを既に身につけている。ただ

し、UTT講師のうち、専門家から直接指導を受けたカウンターパート・スタッフと他の講師と

の間で理解に差がある可能性はあり、今後カウンターパート・スタッフが、専門家から得た

教材改訂に係るノウハウを適宜・適切に他の講師たちに伝授していくことが望まれる。 

加えて、科目を効果的に教えるためのスキルは、建設現場での経験から得られる理解を通

して向上するものであるため、今後、実務経験を重ね、スキル向上に向けて更に研鑽してい

くことが必要である。この点においても、UTT講師は企業と連携した研修の機会を通じて現場

経験を体得していくことが重要である。 
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第５章 結論及び提言 
 

５－１ 結 論 

本中間レビュー調査における上述の検証の結果、ベトナム側・日本側双方の努力により、本プ

ロジェクトはアウトプット1を既に達成しており、他のアウトプット及びプロジェクト目標の達成

状況についても中間レビュー調査時点で順調な進捗を示していることが確認された。プロジェク

トの開始以降、現在まで妥当性と効率性は高い状況を維持しており、有効性、インパクト、持続

性についてもプロジェクトの終了時点で高い結果となることが見込まれる。このように良好な結

果を示していることについて、とりわけ本プロジェクトにおけるUTT関係者及び専門家による献身

的な貢献が高く評価される。 

本プロジェクトは、目標である「道路・橋梁建設分野において、UTTによる現場のニーズに対応

した教育の実施能力の向上」達成に向けて、正しい方向性にあるといえる。プロジェクトで作成

された新教材及び供与された機材は、多くの関係者から有用で効果的なツールであると認識され

ており、UTTはプロジェクトの残り期間及び将来において、プロジェクトのアウトプットを最大限

に活用していくことが望まれる。 

 

５－２ 提 言 

調査結果に基づき、調査団は以下のとおり提言を行った。 

 

 （1）教材の最終化に向けて 

・プロジェクト終了後においてもUTT講師が独自に教材のレビュー・分析・改善を行えるよう、

第2フェーズではカウンターパート・スタッフがより独立した形で教材の改訂作業等を進め

ていくこと。 

・第2フェーズ中に「道路維持運営」「橋梁点検補修」科目担当専門家のアサイン追加を検討

すること。 

・今後、新教材をCOT2やCOT3に普及させていくためのステップとして、UTTの科学訓練委員

会による内容の承認、並びに、公認の版元による刊行等の必要手続きを進めていくこと。 

 

 （2）カウンターパート・スタッフ以外の他の講師への訓練促進 

・カウンターパート・スタッフは、教材改訂作業に部分的にしか参加しなかった他の講師た

ちに、新教材の内容について指導していくこと。 

 

 （3）企業との連携機会の増加 

・UTT講師に建設現場経験の機会を与えるために、供与機材の活用による建設企業との共同作業

など、企業との連携構築を積極的に図っていくこと。 

 

 （4）プロジェクト供与機材の有効活用 

・供与機材を有効に活用するために、講師及び機材専用の技術者に対して機材の活用法に係

る実践的な訓練を行うこと。 

 



 

－19－ 

 （5）PDMの改訂 

・現行のPDM（version 1.1）に対し、プロジェクト目標及びアウトプットの指標をより明確化

させるために、改訂PDM案（version 1.2）を提示する。 
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第６章 団長所感 
 

６－１ これまでの順調な進捗状況 

高速道路建設事業従事者養成能力強化プロジェクトは、運輸省（MOT）傘下の交通技術大学

（UTT）短期大学コースの教員を対象に、教育能力の強化を目的に2011年10月から開始された。

UTTの短期大学コースは建設現場で中核的な役割を果たす技術者の養成を主たる目的としている

コースであり、今日隆盛を極めている道路建設、とりわけ高度な技術が必要とされる高速道路の

建設に従事する技術者が、新しい技術への対応や品質の確保といった建設技術面での強化を求め

られているなかにあって、彼らを教育する教師陣が世の中の求める水準に見合った教育が行われ

るように教材や教育方法の改善並びに新たな機材の導入を行って、教師陣のレベルアップを図る

プロジェクトである。 

本プロジェクトは、UTTにとって初めてのJICAプロジェクトであり、詳細計画策定調査時から

JICAへの強い期待とともにやる気を強く感じさせるものがあった。これまでのところ期待に反す

ことなく、カウンターパートの積極姿勢をはじめとして学長を中心とする大学幹部の強いリーダ

ーシップがあり、またそれらに応えるJICA専門家の献身的な協力などプロジェクトの実施条件が

そろったこともあって、予定された作業はかなり順調に進んでおり、中間時点で期待されている

成果がきちんと上げられている。 

 

６－２ 教材の最終化、普及へ向けた取り組み 

 （1）自助努力を基本とした教材の最終化作業 

2011年10月からJICA専門家とカウンターパートは、まず既存の教材の内容についてレビュ

ーし改善案を作成、同時にJICA専門家は今後の改善に必要な参考資料の提供を行っている。

これらを受け、更に他の資料も参考にしながらカウンターパートはそれぞれの教材を改訂し

た。この改訂作業は2012年8月までに第1段階を終えており、その後、この教材を使ったパイ

ロット授業を2012年12月まで行い、これに基づく修正作業も実施された。教材の改訂作業は

短期間に行わねばならなかったが、教材として体裁を整えたものが、対象科目とされた12教

科すべてについて作成されている。この過程では、JICA専門家が主導的な役割をしてはいる

が、カウンターパートもかなり積極的に作業に参加している。 

第2フェーズ（今後予定される1年半の協力期間）では、出版へ向けた最終化のための教材

の見直しや授業方法の改善を継続させる。この作業では、JICA専門家の投入はかなり限定的

であり、カウンターパートはJICA専門家の支援を受けながらも、プロジェクト後の独力によ

る教材の改訂作業を視野に入れながら、できるだけカウンターパート自身による改訂作業を

行うこととなる。第1フェーズ（2011年10月から2013年3月）での実績も踏まえれば、カウン

ターパートはこれらの作業をなんとかこなしていくものと思われる。 

 

 （2）JICA専門家追加投入の必要性 

第1フェーズでは、既存の教材の修正がそれほどないものもある一方、ほとんど新規の作成

となり、改訂作業の作業内容・作業量がかなり大きなものとなったものがある。例えば、「道

路維持運営」は、専門家投入量に対して作業量が大きくなった科目であり、第1フェーズ終了

時点での教材の完成度は高いとはいえず、またその内容に関するカウンターパートの理解も
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不十分な科目となっている。第2フェーズにおいては、基本的にカウンターパートの主導で教

材の最終化を図っていくが、こういった教科については、第1フェーズで行うべき作業が完全

に完了していないともいえ、これに対する追加支援（専門家の追加投入）を検討する必要が

ある。 

 

 （3）カウンターパートから他講師への支援 

第1フェーズでは、カウンターパート（12科目に各2名、計24名）が中心になって教材の改

訂やモデル授業が行われ、その過程には当該の教科を担当する他の講師も参加した。しかし

これら他講師の参加はあくまでも部分的であり、最初から一貫して参加していたカウンター

パートに比べ、できあがった教材に対する知識や教材の教育方法に関してはレベルが低いの

が現実である。既に学外の機関（COT2、COT3、企業等）の参加も得たセミナーで新教材に

関する研修が実施されてはいるが、これで他講師がカウンターパートレベルに達したとはい

い難い。2013年の8月から始まる授業ではすべての講師が新しい教材を使って講義を行うこと

とされており、ここで学生に対し満足のいく講義を行うためには、教材の内容を熟知してい

るカウンターパートから他講師への指導助言等の支援が必要である。 

 

 （4）教材の全国展開へ向けての布石 

これまでの一連の作業を通じて内容や体裁が整った教材は、UTT内にある科学訓練委員会で

の承認を得たうえで、MOT付属等の認定された出版組織により印刷出版される運びとなる。

このことによって上位目標である、他の交通短大（COT2、COT3）等の教育機関への教材の

普及のためにUTTがとるべき手続きは一段落することになる。 

現在、教育内容の決定に関する大学の立場はかなり独立したものとなっており、他の交通

短大が、今回のプロジェクトで作成された教材を使用するかどうかはそれぞれの学校の科学

訓練委員会が最終的な判断をするのが原則である。ただし、本プロジェクトでは、教材の内

容に関する協議を行うことを主の目的とした検討委員会（Consultative Group：CG）が合同調

整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）とは別に設けられ、これのメンバーであるCOT2、

COT3の代表者の意見も組み入れながら教材の見直し作業がなされてきた。したがって、他の

交通短大もこれらの教材を採用していくものと見込まれている。MOTの人事・組織局ノック

次長も、MOTとしてもこれらの教材の活用を他の交通短大へ推奨すると述べている。UTTは、

既に、他の交通短大を含め外部の関係者を集めた教材に関するセミナーを実施するなど教材

の全国展開をにらんで必要な布石も確実に打ってきており、上位目標の達成に向けても見通

しは明るいと考えられる。 

 

６－３ 建設現場との関係樹立 

UTT講師と現場とのかかわりの低さは、実務面での知識の不足だけでなく、先進的な現場で採用

されている技術への接触機会を極めて限定的なものにしていることなど多くの点で問題視されて

いる。幸い、第1フェーズではUTT卒業生のつてなどで何度か現場を訪問する機会がもたれたよう

であるが、制度化したものではなく、現場をつかさどる建設企業との協調体制づくりが第2フェー

ズの課題である。 

UTTと建設企業との関係はこれまでGive and Takeの関係にはなく、関係強化のための糸口もなか
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なか見いだせなかった。既に5年ほど前に建設企業3社との間で学生への現場教育の提供に対し基

本的な合意があるが、制度化された協力関係までへの進展はなく、有名無実化しているのが現状

と思われる。したがって、これまでの合意の見直しが必要であり、具体的な制度設計をまさにこ

れから行っていく必要がある。一方的に建設会社に対しUTT講師らの事業現場への訪問機会の増加

等を求めても、建設会社にしてみれば自らの業務を犠牲にしてまで付き合えないのは当然のこと

であり、UTT側からも建設企業側の犠牲に見合った何らかの便宜供与を考える必要もあると考えら

れる。機材供与した土木材料の試験機材などの活用も踏まえつつ建設企業との協力関係を築いて

いくことが求められる。 

 

６－４ 供与試験機材の有効活用と良好な維持管理へ向けて 

本プロジェクトでは、日本側から道路関係の試験や測定機材、測量機材、研修機材などが供与

された。特に道路関係の試験や測定機材はかなり種類も多く、まだ機材を使った試験活動が限定

的であるため、機材の取り扱い能力に関してカウンターパートはまだ十分な領域に達していると

はいえず、実習の充実が課題となっている。特に一部の機材については、現状では実際に使って

みる機会が少ないと予想されることから取扱能力の維持にも困難を来す可能性があり、これらを

活用できる現場を充実させていく工夫も求められる。上で述べた建設企業などとの協力関係を考

えながら、機材の有効活用策を積極的に図っていく必要がある。 

一方、機材の管理については、現在、盗難等への対策が施された建物に蔵置され、またそれを

管理する責任者並びに機材業務を補助する技術者5名が配置されている。UTTの予算は国の機関と

してMOTの査定を受けるが、日々の活動に必要な費用に関し40％は国からの補助予算に頼ってい

るものの60％はUTTの収入（学費）があてがわれている。予算に占める自らの収入割合が高いこと

もあってか、機材の管理に関してUTTは十分賄っていけるとの見通しを学長は述べている。実際

に、本プロジェクト実施においては、カウンターパートに対しプロジェクト活動に伴う付加的な

賃金を払うため、予算措置がとられている。機材の維持管理に対してもUTTの強いイニシアティブ

による予算措置が期待されるとともに、必要となる予算規模も少額と見込まれることから、予算

面ではさほど問題は出てこないものと考えられる。 

また、UTTに供与された機材にはベトナム国で数少ない機材もあり、建設企業にとっても十分魅

力的な機材もあるとされている。したがって、これらを活用して建設企業にサービスを提供する

ことで何らかの見返りを得、それを維持管理等のためのひとつの資金源とする、というアイデア

もあり得る。資金面での支援方策を考えることは、今後の管理計画の策定の際の最も重要な点の

ひとつである。 

 

６－５ その他 

 （1）短大から総合大学レベルへの格上げに伴う新たな支援要請 

学長をはじめ多数の講師から、COTからUTTへの格上げに伴う5年制教育に見合った教育内

容へ拡充するため、JICAによる継続した協力要請が出ている。また、MOTの人事・組織局の

次長からも同様の要請があった。 

これらの要請は、明らかに本プロジェクトの目的と異にしている要請であり、全く新たな

要請として別途検討すべき事項であることを先方に説明し、了解を得ている。 
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 （2）英語教育の価値 

本プロジェクトでは、教材の改訂や講義方法の改善を図る対象科目の1つとして土木英語が

選ばれた。これは、詳細計画調査時における協議の結果として組み込まれたものであるが、

今後教材の改訂作業をはじめとして英語を通した情報収集の機会が増加することを念頭に選

ばれたものであった。英語の必要性は強く言われてはいるものの、入学試験科目に英語が入

っていないなど、UTTでの英語教育の必要性の認識はそれほど広がっているとは思えないのも

事実である。 

一方、供与した機材には土木英語に関連して英語関連機材も含まれており、これらを用い

た英語教育が積極的に図られることが期待される。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M） 

 

２．専門家向け質問票（和文） 

 

３．評価グリッド（和文） 
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